
第1条（目的・対象制度）

対象制度

第2条（育児休業の適用除外）

第3条（介護休業の適用除外）

第4条（子の看護等休暇・介護休暇等の適用除外）

第5条（申出手続）

第6条（有効期間） ＿＿＿＿年＿＿＿月＿＿＿日　～　＿＿＿＿年＿＿＿月＿＿＿日

第7条（協議事項）

締結日：＿＿＿＿＿年＿＿＿月＿＿＿日

甲（使用者） 乙（労働者代表）

事 業 場 名

職 名 職 名 等

氏 名 ㊞ 氏 名 ㊞

甲は、次のいずれかに該当する労働者から介護休業の申出があった場合、その申出を拒むことが

できる。

1　甲に継続して雇用された期間が1年未満の労働者

2　介護休業の申出の日から93日以内に雇用関係が終了することが明らかな労働者

3　1週間の所定労働日数が2日以下の労働者

甲は、次のいずれかに該当する労働者から育児休業の申出があった場合、その申出を拒むことが

できる。

1　甲に継続して雇用された期間が1年未満の労働者

2　育児休業の申出の日から1年以内に雇用関係が終了することが明らかな労働者

3　1週間の所定労働日数が2日以下の労働者

甲は、1週間の所定労働日数が2日以下の労働者から子の看護等休暇又は介護休暇の申出があった

場合、その申出を拒むことができる。

育児休業、介護休業その他本協定の対象となる制度の申出は、就業規則その他会社が定める手続

により行うものとする。

本協定に定めのない事項については、関係法令及び就業規則等に基づき取り扱い、必要に応じて

甲乙協議するものとする。

育児・介護休業に関する労使協定書

＿＿＿＿＿＿＿＿（以下「甲」という。）と労働者代表＿＿＿＿＿＿＿＿（以下「乙」という。）は、

育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律に基づき、育児・介護休業等

の取扱いについて、次のとおり協定する。

本協定は、育児・介護休業等について、労使協定により適用を除外する労働者その他必要な事項

を定めることを目的とする。

□ 育児休業 　□ 介護休業　　□ 子の看護等休暇　　□ 介護休暇

□ その他（　　　　　　　　）


